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平成 29年５月 25日 

各  位 

会 社 名 株 式 会 社 エ イ ト レ ッ ド 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 稲 瀬  敬 一  

（コード番号：３９６９） 

問 合 わ せ 先 専 務 取 締 役 C F O  佐 藤  淳 

TEL. 03-3486-6312 

（URL http://www.atled.jp） 

 

 

支配株主等に関する事項について 
 

当社の親会社である株式会社ソフトクリエイトホールディングスについて、支払株主等に関する事項

は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、又はその他の関係会社の商号等 

（平成 29年３月 31日現在）  

名称 属性 

議決権所有割合（％） 
発行する株券が 

上場されている金融商品取引所等 
直接 

所有分 

合算 

対象分 
計 

株式会社ソフト

クリエイトホー

ル デ ィ ン グ ス 

親会社 59.55 － 59.55 株式会社東京証券取引所 市場第一部 

 

２．親会社等の企業グループにおける当社の位置づけその他の当社と親会社等との関係 

（１）親会社等の企業グループにおける当社の位置付け、親会社等との人的・資本的関係 

 株式会社ソフトクリエイトホールディングス（東京都渋谷区 資本金 854,101千円）は、当社の

親会社であり、当社議決権の 59.55％を所有する筆頭株主であります。なお、当社の経営について第

三者の立場から適切な意見ならびに助言を得るため、同社代表取締役社長１名が当社の取締役会長

を兼務しております。 

 

（役員の兼務状況） 

役職 氏名 
親会社等 

での役職 
就任理由 

取締役会長 林  宗治 代表取締役社長 
株式会社ソフトクリエイトホールディングスにおける経営者とし

ての豊富な経験を当社の経営に活かしていただくため 

 

（２）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット 

 当社は、同社の企業グループとは異なる事業を営んでおります。また、当事業年度において、同

社企業グループとの間に、当社からのワークフロー製品の販売及びサービスの提供等の販売取引

132,747千円や同社の企業グループによるサーバーホスティングサービス等の業務委託取引 3,852

千円がありますが、同社の企業グループから当社の自由な事業活動を阻害される状況にはないと考

えております。 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

 当社は、同社からの兼務取締役が就任しておりますが、当社の取締役５名のうち同社の兼務取締
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役は１名と半数に至る状況にはなく、当社の責任のもとに事業活動及び経営判断に関する意思決定

を行い、業務を執行しております。 

 従いまして、当社は同社から著しい影響を受けるおそれがなく、独自の経営判断が行える状況に

あると考えております。 

 

（４）親会社等からの一定の独立性の確保 

 当社と同社とは、人的・資本的関係等において密接な関係にありますが、事業活動及び経営判断

については、当社の責任のもとに意思決定を行い、業務執行をしており、一定の独立性が確保され

ていると認識しております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

  当事業年度（自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31日） 

種類 会 社 等 の 名 称 所在地 

資本金又

は出資金

（千円） 

事業の

内容又

は職業 

議決権等 

の 所 有 

(被所有) 

割合(％) 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親 会 社 
㈱ソフトクリエイト

ホールディングス 

東京都 

渋谷区 
854,101 

純粋持

株会社 

直接

59.55 

当 社 製

品・サービ

スの販売

取引 

当 社 製

品・サービ

ス の 販 売

取引（注） 

5,834 売 掛 金 552 

(注)１.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２.取引条件及び取引条件の決定方針等 

販売取引については、市場価格等を勘案して、他の一般取引条件と同様に決定しております。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

 支配株主との取引については、当社より提供する、あるいは当社に提供される財・サービスが主

に取引されている市場等の客観的な情報をもとに、一般的な取引条件と同様に合理的な決定がなさ

れており、少数株主に不利益を与えることがないよう適切に対応しております。 

 

以上 


